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毎週火曜・金曜日発行� ○印は長崎県例規集に登載するもの

◎　条　例� 所管課（室）名　

○長崎県税条例の一部を改正する条例� 税 務 課

◎　規　則

○長崎県税条例施行規則の一部を改正する規則� 税 務 課

　長崎県税条例の一部を改正する条例をここに公布する。

　　令和５年３月31日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

長崎県条例第15号

　　　長崎県税条例の一部を改正する条例

　長崎県税条例（昭和47年長崎県条例第７号）の一部を次のように改正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

　　　附　則

１～24　略

　（自動車税の種別割の税率の特例）

25�　次の各号に掲げる自動車（電気自動車（法第149条第１

項第１号に規定する電気自動車をいう。以下同じ。）、天然

ガス自動車（同項第２号に規定する天然ガス自動車をい

う。以下同じ。）、メタノール自動車（専らメタノールを内

燃機関の燃料として用いる自動車で省令で定めるものを

いう。以下同じ。）、混合メタノール自動車（メタノール

とメタノール以外のものとの混合物で省令で定めるものを

内燃機関の燃料として用いる自動車で省令で定めるものを

いう。以下同じ。）及びガソリンを内燃機関の燃料として

用いる電力併用自動車並びに法第177条の７第１項第３号

イ(１)に規定する一般乗合用バス及び被けん引自動車を除

く。）に対する当該各号に定める年度以後の年度分の自動

車税の種別割に係る第62条の規定の適用については、別表

第５中別表第２（その１）に掲げる税率の項、別表第２

　　　附　則

１～24　略

25�　自家用の乗用車に対する第59条第２項及び第３項の規定

の適用については、当該自家用の乗用車の取得が令和元年

10月１日から令和３年12月31日までの間に行われたとき

に限り、同条第２項中「100分の２」とあるのは「100分の

１」と、同条第３項中「100分の３」とあるのは「100分の

２」とする。

　（自動車税の種別割の税率の特例）

26�　次の各号に掲げる自動車（電気自動車（法第149条第１

項第１号に規定する電気自動車をいう。以下同じ。）、天然

ガス自動車（同項第２号に規定する天然ガス自動車をい

う。以下同じ。）、メタノール自動車（専らメタノールを内

燃機関の燃料として用いる自動車で省令で定めるものをい

う。以下同じ。）、混合メタノール自動車（メタノールと

メタノール以外のものとの混合物で省令で定めるものを内

燃機関の燃料として用いる自動車で省令で定めるものをい

う。以下同じ。）及びガソリンを内燃機関の燃料として用

いる電力併用自動車並びに法第177条の７第１項第３号イ

(１)に規定する一般乗合用バス及び被けん引自動車を除

く。）に対する当該各号に定める年度以後の年度分の自動

車税の種別割に係る第62条の規定の適用については、別表

第５中別表第２（その１）に掲げる税率の項、別表第２

　　　　目　　　　　次

　　　　条　　　　　例
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　�（その２）に掲げる税率の項、別表第２（その３）に掲げ

る税率の項、別表第２（その４）に掲げる税率の項及び別

表第３に掲げる税率の項における同表本則税率欄に掲げる

字句は、同表附則第25項に規定する税率欄に掲げる字句に

それぞれ読み替えるものとする。

　�　ガソリン自動車又は石油ガス自動車で平成25年３月

31日までに最初の法第147条第３項に規定する新規登録

（以下「初回新規登録」という。）を受けたもの　初回

新規登録を受けた日から起算して14年を経過した日の属

する年度

　�　軽油自動車その他の前号に掲げる自動車以外の自動車

で平成27年３月31日までに初回新規登録を受けたもの　

初回新規登録を受けた日から起算して12年を経過した日

の属する年度

　�（その２）に掲げる税率の項、別表第２（その３）に掲げ

る税率の項、別表第２（その４）に掲げる税率の項及び別

表第３に掲げる税率の項における同表本則税率欄に掲げる

字句は、同表附則第26項に規定する税率欄に掲げる字句に

それぞれ読み替えるものとする。

　�　ガソリン自動車又は石油ガス自動車で平成22年３月

31日までに最初の法第147条第３項に規定する新規登録

（以下「初回新規登録」という。）を受けたもの　初回

新規登録を受けた日から起算して14年を経過した日の属

する年度

　�　軽油自動車その他の前号に掲げる自動車以外の自動車

で平成24年３月31日までに初回新規登録を受けたもの　

初回新規登録を受けた日から起算して12年を経過した日

の属する年度

27�　次に掲げる自動車に対する第62条の規定の適用について

は、当該自動車が令和２年４月１日から令和３年３月31日

までの間に初回新規登録を受けた場合には令和３年度分の

自動車税の種別割に限り、別表第５中別表第２（その１）

に掲げる税率の項、別表第２（その２）に掲げる税率の

項、別表第２（その３）に掲げる税率の項、別表第２（そ

の４）に掲げる税率の項及び別表第３に掲げる税率の項に

おける同表本則税率欄に掲げる字句は、同表附則第27項に

規定する税率欄に掲げる字句にそれぞれ読み替えるものと

する。

　　電気自動車

　�　天然ガス自動車のうち、道路運送車両法第41条の規定

により平成30年10月１日以降に適用されるべきものとし

て定められた排出ガス保安基準で省令で定めるもの（以

下「平成30年天然ガス車基準」という。）に適合するも

の又は法第149条第１項第２号ロに規定する平成21年天

然ガス車基準（以下「平成21年天然ガス車基準」とい

う。）に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成21年

天然ガス車基準に定める窒素酸化物の値の10分の９を超

えないもので省令で定めるもの

　　充電機能付電力併用自動車

　�　ガソリン自動車のうち、窒素酸化物の排出量が平成30

年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の２分

の１を超えないもの又は窒素酸化物の排出量が平成17年

ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の４分の

１を超えないものであって、エネルギー消費効率が令和

２年度基準エネルギー消費効率に100分の130を乗じて得

た数値以上であるもので省令で定めるもの

　�　石油ガス自動車のうち、窒素酸化物の排出量が平成30

年石油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の２分

の１を超えないもの又は窒素酸化物の排出量が平成17年

石油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の４分の

１を超えないものであって、エネルギー消費効率が令和

２年度基準エネルギー消費効率に100分の130を乗じて得

た数値以上であるもので省令で定めるもの

　�　軽油自動車のうち、平成30年軽油軽中量車基準又は平

成21年軽油軽中量車基準に適合する乗用車

28�　次に掲げる自動車（前項の規定の適用を受けるものを除

く。）に対する第62条の規定の適用については、当該自動

車が令和２年４月１日から令和３年３月31日までの間に初

回新規登録を受けた場合には令和３年度分の自動車税の種
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26�　次に掲げる自動車に対する第62条の規定の適用について

は、当該自動車が令和４年４月１日から令和８年３月31日

までの間に初回新規登録を受けた場合には、当該初回新規

登録を受けた日の属する年度の翌年度分の自動車税の種別

割に限り、別表第５中別表第２（その１）に掲げる税率の

項、別表第２（その２）に掲げる税率の項、別表第２（そ

の３）に掲げる税率の項、別表第２（その４）に掲げる税

率の項及び別表第３に掲げる税率の項における同表本則税

率欄に掲げる字句は、同表附則第26項に規定する税率欄に

掲げる字句にそれぞれ読み替えるものとする。

　　略

　�　天然ガス自動車のうち、道路運送車両法第41条第１項

の規定により平成30年10月１日以降に適用されるべきも

のとして定められた排出ガス保安基準で省令で定めるも

のに適合するもの又は法第149条第１項第２号ロに規定

する平成21年天然ガス車基準（以下「平成21年天然ガス

車基準」という。）に適合し、かつ、窒素酸化物の排出

量が平成21年天然ガス車基準に定める窒素酸化物の値の

10分の９を超えないもので省令で定めるもの

　～　略

　�別割に限り、別表第５中別表第２（その１）に掲げる税率

の項、別表第２（その２）に掲げる税率の項、別表第２

（その３）に掲げる税率の項、別表第２（その４）に掲げ

る税率の項及び別表第３に掲げる税率の項における同表本

則税率欄に掲げる字句は、同表附則第28項に規定する税率

欄に掲げる字句にそれぞれ読み替えるものとする。

　�　ガソリン自動車のうち、窒素酸化物の排出量が平成30

年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の２分

の１を超えないもの又は窒素酸化物の排出量が平成17年

ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の４分の

１を超えないものであって、エネルギー消費効率が令和

２年度基準エネルギー消費効率に100分の110を乗じて得

た数値以上であるもので省令で定めるもの

　�　石油ガス自動車のうち、窒素酸化物の排出量が平成30

年石油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の２分

の１を超えないもの又は窒素酸化物の排出量が平成17年

石油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の４分の

１を超えないものであって、エネルギー消費効率が令和

２年度基準エネルギー消費効率に100分の110を乗じて得

た数値以上であるもので省令で定めるもの

29�　附則第27項第１号から第３号までに掲げる自動車のう

ち、自家用の乗用車に対する第62条の規定の適用について

は、当該自家用の乗用車が令和３年４月１日から令和４年

３月31日までの間に初回新規登録を受けた場合には令和４

年度分の自動車税の種別割に限り、当該自家用の乗用車が

令和４年４月１日から令和５年３月31日までの間に初回新

規登録を受けた場合には令和５年度分の自動車税の種別割

に限り、別表第５中別表第２（その１）に掲げる税率の

項、別表第２（その２）に掲げる税率の項、別表第２（そ

の３）に掲げる税率の項、別表第２（その４）に掲げる税

率の項及び別表第３に掲げる税率の項における同表本則税

率欄に掲げる字句は、同表附則第27項に規定する税率欄に

掲げる字句にそれぞれ読み替えるものとする。

30�　次に掲げる自動車（自家用の乗用車を除く。）に対する

第62条の規定の適用については、当該自動車が令和３年４

月１日から令和４年３月31日までの間に初回新規登録を受

けた場合には令和４年度分の自動車税の種別割に限り、当

該自動車が令和４年４月１日から令和５年３月31日までの

間に初回新規登録を受けた場合には令和５年度分の自動車

税の種別割に限り、別表第５中別表第２（その１）に掲げ

る税率の項、別表第２（その２）に掲げる税率の項、別表

第２（その３）に掲げる税率の項、別表第２（その４）に

掲げる税率の項及び別表第３に掲げる税率の項における同

表本則税率欄に掲げる字句は、同表附則第27項に規定する

税率欄に掲げる字句にそれぞれ読み替えるものとする。

　　略

　�　天然ガス自動車のうち、平成30年天然ガス車基準に適

合するもの又は平成21年天然ガス車基準に適合し、か

つ、窒素酸化物の排出量が平成21年天然ガス車基準に定

める窒素酸化物の値の10分の９を超えないもので省令で

定めるもの

　～　略
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27�　次に掲げる自動車のうち、営業用の乗用車（前項の規定

の適用があるものを除く。）に対する第62条の規定の適用

については、当該営業用の乗用車が令和４年４月１日から

令和７年３月31日までの間に初回新規登録を受けた場合に

は、当該初回新規登録を受けた日の属する年度の翌年度分

の自動車税の種別割に限り、別表第５中別表第２（その

１）に掲げる税率の項、別表第２（その２）に掲げる税率

の項、別表第２（その３）に掲げる税率の項、別表第２

（その４）に掲げる税率の項及び別表第３に掲げる税率の

項における同表本則税率欄に掲げる字句は、同表附則第27

項に規定する税率欄に掲げる字句にそれぞれ読み替えるも

のとする。

　～　略

28及び29　略

30�　附則第28項の適用を受ける自動車（電気自動車、天然ガ

ス自動車、メタノール自動車、混合メタノール自動車及

びガソリンを内燃機関の燃料とする電力併用自動車を除

く。）のうち、附則第25項各号に掲げるものに対する当該

各号に掲げる年度以後の年度分の自動車税の種別割に係る

附則第28項の適用については、別表第６中別表第２（その

１）に掲げる税率の項及び別表第２（その３）に掲げる税

率の項における同表標準税率欄に掲げる字句は、同表附則

第25項に規定する税率欄に掲げる字句にそれぞれ読み替え

るものとする。

31及び32　略

別表第５（附則第25項―附則第27項関係）

区分

　

　

　

本則税率

（円）

附則第25項

に規定する

税率

（円）

附則第26項

に規定する

税率

（円）

附則第27項

に規定する

税率

（円）
略

別表第６（附則第28項―附則第30項関係）

区分 標準税率

（円）

附則第25項に規定する税率

（円）
略

31�　次に掲げる自動車のうち、営業用の乗用車（前項の規定

の適用があるものを除く。）に対する第62条の規定の適用

については、当該営業用の乗用車が令和３年４月１日から

令和４年３月31日までの間に初回新規登録を受けた場合に

は令和４年度分の自動車税の種別割に限り、当該営業用の

乗用車が令和４年４月１日から令和５年３月31日までの間

に初回新規登録を受けた場合には令和５年度分の自動車税

の種別割に限り、別表第５中別表第２（その１）に掲げる

税率の項、別表第２（その２）に掲げる税率の項、別表第

２（その３）に掲げる税率の項、別表第２（その４）に掲

げる税率の項及び別表第３に掲げる税率の項における同表

本則税率欄に掲げる字句は、同表附則第28項に規定する税

率欄に掲げる字句にそれぞれ読み替えるものとする。

　～　略

32及び33　略

34�　附則第32項の適用を受ける自動車（電気自動車、天然ガ

ス自動車、メタノール自動車、混合メタノール自動車及

びガソリンを内燃機関の燃料とする電力併用自動車を除

く。）のうち、附則第26項各号に掲げるものに対する当該

各号に掲げる年度以後の年度分の自動車税の種別割に係る

附則第32項の適用については、別表第６中別表第２（その

１）に掲げる税率の項及び別表第２（その３）に掲げる税

率の項における同表標準税率欄に掲げる字句は、同表附則

第26項に規定する税率欄に掲げる字句にそれぞれ読み替え

るものとする。

35及び36　略

別表第５（附則第26項―附則第31項関係）

区分

本則税率

（円）

附則第26項

に規定する

税率

（円）

附則第27項

に規定する

税率

（円）

附則第28項

に規定する

税率

（円）
略

別表第６（附則第32項―附則第34項関係）

区分
標準税率

（円）

附則第26項に規定する税率

（円）
略

　　　附　則

　（施行期日）

１　この条例は、令和５年４月１日から施行する。

　（自動車税に関する経過措置）

２�　この条例による改正後の長崎県税条例の規定中自動車税の種別割に関する部分は、令和５年度以後の年度分

の自動車税の種別割について適用し、令和４年度分までの自動車税の種別割については、なお従前の例によ

る。

　長崎県税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和５年３月31日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

長崎県規則第19号

　　　長崎県税条例施行規則の一部を改正する規則

　長崎県税条例施行規則（昭和47年長崎県規則第24号）の一部を次のように改正する。

　　　　規　　　　　則



令和５年３月31日　金曜日� 号　外長 崎 県 公 報

─ 5 ─

　別表条例第23条の項中「法人税に係る連結納税の承認等の届出書」を「法人税に係るグループ通算制度の承認

等の届出書」に改める。

　様式第45号を次のように改める。
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　様式第50号中

「

　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　」

「

　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　」

　様式第60号の２中

「

税　　　　額 百

万

千 円

　　を

延�　滞　�金

過少申告加算金

不申告加算金

重�加�算�金

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

税　　　　額 百

万

千 円

　　に改める。

延�　滞　�金

過少申告加算金

不申告加算金

重�加�算�金

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　�　」

◎
継
続
検
査
（
車
検
）
等

の
際
に
必
要
で
す
の

で
、
大
切
に
保
管
し
て

く
だ
さ
い
。

この証明書は、

右の領収年月日が

　年　月　日

までのものに限り、

上 記 有 効 期 限 ま で

使用できます。
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　様式第66号中

「

本　　　　額 百

万

千 円

　　を

延�　滞　�金

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

本　　　　額 百

万

千 円

　　に、

延�　滞　�金

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　�　」

「

税　　　　額 百

万

千 円

　　を

延�　滞　�金

過少申告加算金

不申告加算金

重�加�算�金

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

税　　　　額 百

万

千 円

　　に改める。

延�　滞　�金

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　�　」
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　様式第69号、様式第69号の２及び様式第70号中「連結区分」を「通算・連結区分」に改める。

　様式第79号の２中「連結納税の承認申請書」を「グループ通算制度の承認申請書」に改める。

　様式第79号の３を次のように改める。
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　様式第80号中

「　備考

　　１　長崎県税条例第17条第１項、第25条第１項又は第74条第１項　　
を

　　　の規定により、事業税、不動産取得税又は固定資産税の課税免

　　　除を受けようとする方は、この申請書を提出してください。　　」

「　備考

　　１　長崎県税条例第17条第１項及び２項、第25条第１項及び２項

　　　又は第74条第１項及び２項の規定により、事業税、不動産取得　　に改める。

　　　税又は固定資産税の課税免除を受けようとする方は、この申請

　　　書を提出してください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　様式第80号の２中

「　備考

　　１　長崎県税条例第17条第７項、第25条第４項又は第74条第５項　　
を

　　　の規定により、事業税、不動産取得税又は固定資産税の不均一

　　　課税を受けようとする方は、この申請書を提出してください。　」

「　備考

　　１　長崎県税条例第17条第８項、第25条第５項又は第74条第６項　　
に改める。

　　　の規定により、事業税、不動産取得税又は固定資産税の不均一

　　　課税を受けようとする方は、この申請書を提出してください。　」

　様式第80号の３中

「　備考

　　１　長崎県税条例第25条第２項又は第74条第３項の規定により、　　
を

　　　不動産取得税又は固定資産税の課税免除を受けようとする方は、

　　　この申請書を提出してください。　　　　　　　　　　　　　　」

「　備考

　　１　長崎県税条例第25条第３項又は第74条第４項の規定により、　　
に改める。

　　　不動産取得税又は固定資産税の課税免除を受けようとする方は、

　　　この申請書を提出してください。　　　　　　　　　　　　　　」

　様式第80号の４中　

「　備考

　　１　長崎県税条例第17条第６項、第25条第３項又は第74条第４項　　
を

　　　の規定により、事業税、不動産取得税又は固定資産税の課税免

　　　除を受けようとする方は、この申請書を提出してください。　　」

「　備考

　　１　長崎県税条例第17条第７項、第25条第４項又は第74条第５項　　
に改める。

　　　の規定により、事業税、不動産取得税又は固定資産税の課税免

　　　除を受けようとする方は、この申請書を提出してください。　　」

　様式第80号の５中　

「　備考

　　１　長崎県税条例第25条第５項又は第74条第６項の規定により、　　
を

　　　不動産取得税又は固定資産税の不均一課税を受けようとする方

　　　は、この申請書を提出してください。　　　　　　　　　　　　」

「　備考

　　１　長崎県税条例第25条第６項又は第74条第７項の規定により、　　
に改める。

　　　不動産取得税又は固定資産税の不均一課税を受けようとする方

　　　は、この申請書を提出してください。　　　　　　　　　　　　」　
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　様式第81号中　

「　備考

　　１　長崎県税条例第17条第３項又は第４項の規定により、個人事　　
を

　　　業税の課税免除を受けようとする方は、この申請書を提出して

　　　ください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「　備考

　　１　長崎県税条例第17条第４項又は第５項の規定により、個人事　　
に改める。

　　　業税の課税免除を受けようとする方は、この申請書を提出して

　　　ください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　様式第83号の２及び様式第83号の３中「事業年度又は連結事業年度」を「事業年度」に、「確定申告書又は連

結確定申告書」を「確定申告書」に、「連結親法人」を「通算親法人」に改める。

　様式第91号及び様式第103号中「国民体育大会」を「国民スポーツ大会」に改める。

　様式第109号中「国体」を「国スポ」に改める。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この規則は、公布の日から施行する。

　（様式に関する経過措置）

２�　この規則による改正前の長崎県税条例施行規則に定める様式のうち、この規則による改正後の長崎県税条例

施行規則（以下「新規則」という。）に定める様式に対応する様式については、新規則に規定する様式とみな

して、当分の間使用することができる。
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